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解
説
・

三
木
　
康
司

）

総
務
省
自
治
行
政
局
公
務
員
部	

公
務
員
課
公
務
員
第
四
係
長

（

説
す
る
こ
と
と
し
た
い
。
な
お
、
本
文
中
の
見
解
等

に
つ
い
て
は
、
筆
者
の
私
見
で
あ
る
こ
と
を
あ
ら
か

じ
め
お
断
り
し
て
お
く
。

２　

法
改
正
の
経
緯

少
子
高
齢
化
を
背
景
に
日
本
の
人
口
減
少
が
加
速

し
て
い
く
中
で
、
社
会
経
済
の
活
力
を
維
持
・
向
上

さ
せ
る
た
め
に
は
、
労
働
者
が
出
産
・
育
児
を
機
に

離
職
を
せ
ず
に
就
業
を
継
続
し
、
か
つ
、
望
む
キ
ャ

リ
ア
を
形
成
し
て
い
く
こ
と
を
可
能
と
す
る
こ
と

や
、
介
護
を
理
由
と
す
る
離
職
を
防
ぎ
、
豊
富
な
技

能
や
経
験
を
も
つ
年
齢
層
の
労
働
力
を
確
保
す
る
こ

と
が
重
要
で
あ
る
。

一
方
で
、
各
種
統
計
か
ら
は
、
子
が
３
歳
以
降
の

場
合
に
男
女
と
も
フ
ル
タ
イ
ム
就
業
を
前
提
と
し
た

残
業
を
し
な
い
働
き
方
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
が
高
い
こ

と
、
小
学
校
就
学
以
降
の
子
の
看
護
等
の
た
め
の
休

暇
の
ニ
ー
ズ
が
一
定
程
度
存
在
す
る
こ
と
、
介
護
離

職
を
防
止
す
る
こ
と
の
必
要
性
な
ど
が
明
ら
か
と

１　

は
じ
め
に

令
和
６
年
の
通
常
国
会
（
第
２
１
３
回
国
会
）
に

お
い
て
、「
育
児
休
業
、
介
護
休
業
等
育
児
又
は
家

族
介
護
を
行
う
労
働
者
の
福
祉
に
関
す
る
法
律
及
び

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
」（
令
和
６
年
法
律
第
42
号
。
以
下
「
改
正
法
」

と
い
う
。）
が
成
立
し
、
本
年
５
月
31
日
に
公
布
さ

れ
た
。

こ
の
改
正
法
に
よ
り
、「
育
児
休
業
、
介
護
休
業

等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う
労
働
者
の
福
祉
に
関

す
る
法
律
」（
平
成
３
年
法
律
第
76
号
。
以
下「
育
児
・

介
護
休
業
法
」
と
い
う
。）
及
び
「
次
世
代
育
成
支

援
対
策
推
進
法
」（
平
成
15
年
法
律
第
１
２
０
号
。

以
下「
次
世
代
法
」と
い
う
。）の
改
正
が
行
わ
れ
た
。

総
務
省
で
は
、
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、「
育
児

休
業
、
介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う
労

働
者
の
福
祉
に
関
す
る
法
律
及
び
次
世
代
育
成
支
援

対
策
推
進
法
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
」（
令
和
６
年

５
月
31
日
総
行
公
第
37
号
・
こ
総
政
第
１
４
０
号
・

基
法
発
０
５
３
１
第
１
号
、
総
務
省
自
治
行
政
局
公

務
員
部
公
務
員
課
長
・
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
官
房
少

子
化
対
策
室
長
・
厚
生
労
働
省
労
働
基
準
局
労
働
関

係
法
課
長
通
知
。
以
下
「
通
知
」
と
い
う
。）
を
発

出
し
、
改
正
法
の
内
容
の
う
ち
地
方
公
務
員
に
関
係

す
る
事
項
に
つ
い
て
周
知
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

そ
こ
で
本
稿
で
は
、
通
知
で
周
知
し
た
改
正
法
の

内
容
に
つ
い
て
、
主
に
地
方
公
務
員
の
観
点
か
ら
解

行
政
通
知
の
読
み
方
・
使
い
方

連
載

第
37
回
連
載

第
37
回

この連載では、自治体法務に
関わる行政通知を取り上げ、
通知の発出元に、発出の背景
や読み方、使い方などを解説
していただきます。

育
児
休
業
、
介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う
労
働
者
の
福

祉
に
関
す
る
法
律
及
び
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
一
部
改
正

に
つ
い
て

）

令
和
６
年
５
月
31
日
総
行
公
第
37
号
・
こ
総
政
第
１
４
０
号
・
基
法
発
０
５
３
１
第
１
号
、
各
都
道
府

県
総
務
部
長
（
人
事
担
当
課
、
市
町
村
担
当
課
、
区
政
課
扱
い
）・
各
指
定
都
市
総
務
局
長
（
人
事
担

当
課
扱
い
）・
各
人
事
委
員
会
事
務
局
長
宛
、
総
務
省
自
治
行
政
局
公
務
員
部
公
務
員
課
長
・
こ
ど
も

家
庭
庁
長
官
官
房
少
子
化
対
策
室
長
・
厚
生
労
働
省
労
働
基
準
局
労
働
関
係
法
課
長
通
知

（
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な
っ
て
い
る
。

こ
れ
に
加
え
、
育
児
・
介
護
休
業
法
に
つ
い
て
は

前
回
改
正
か
ら
５
年
が
経
過
し
て
お
り
、
当
時
の
改

正
法
附
則
に
設
け
ら
れ
た
施
行
後
５
年
を
目
途
と
す

る
検
討
規
定
に
基
づ
く
検
討
結
果
を
踏
ま
え
た
措
置

を
早
急
に
講
じ
る
必
要
が
あ
る
こ
と
、
さ
ら
に
は
時

限
立
法
で
あ
る
次
世
代
法
に
つ
い
て
期
限
で
あ
る
令

和
７
年
３
月
31
日
が
差
し
迫
っ
て
い
る
こ
と
等
の
背

景
が
あ
っ
た
。

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、
男
女
と
も
仕
事
と
育
児
・
介

護
を
両
立
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
改
正
法
に
よ

り
、
育
児
・
介
護
休
業
法
及
び
次
世
代
法
の
改
正
が

行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
。

３　

改
正
の
内
容

改
正
法
に
よ
る
育
児
・
介
護
休
業
法
及
び
次
世
代

法
の
改
正
内
容
は
多
岐
に
わ
た
る
が
、
こ
の
う
ち
地

方
公
務
員
に
関
係
す
る
事
項
に
つ
い
て
解
説
す
る
。

（
１
）
育
児
・
介
護
休
業
法
の
一
部
改
正
（
改
正
法

第
１
条
関
係
）

ア　

規
定
の
建
付
け
変
更

育
児
・
介
護
休
業
法
第
61
条
（
改
正
前
）
は
、
第

１
項
及
び
第
２
項
に
お
い
て
、
公
務
員
全
体
の
適
用

除
外
等
を
規
定
し
た
上
で
、
民
間
労
働
者
に
つ
い
て

規
定
さ
れ
る
制
度
・
措
置
ご
と
に
、
行
政
執
行
法
人

の
職
員
、地
方
公
務
員
の
順
で
項
を
規
定
し
て
い
た
。

ま
た
、
地
方
公
務
員
に
係
る
項
は
、
主
に
行
政
執
行

法
人
の
規
定
を
読
み
替
え
て
準
用
す
る
形
で
規
定
し

て
い
た
。

今
回
の
改
正
に
よ
り
、
行
政
執
行
法
人
の
職
員
と

地
方
公
務
員
と
で
は
規
定
内
容
が
異
な
る
こ
と
と
な

り
、
こ
れ
に
よ
り
第
61
条
全
体
の
項
の
数
が
大
幅
に

増
加
す
る
た
め
、
改
正
後
の
規
定
の
読
み
や
す
さ
の

観
点
か
ら
、
地
方
公
務
員
の
特
例
に
つ
い
て
は
行
政

執
行
法
人
の
特
例
と
は
条
を
分
け
、
第
61
条
の
２
と

し
て
新
た
に
規
定
す
る
こ
と
と
し
た
。
規
定
内
容
に

つ
い
て
は
、下
記
に
記
載
す
る
改
正
事
項
を
除
い
て
は
、

改
正
前
の
準
用
条
文
を
書
き
下
し
た
も
の
で
あ
る
。

＊
以
下
の
解
説
で
は
、
便
宜
上
、
各
項
が
対
象
と
す

る
制
度
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
次
の
名
称
を
使
用
す

る
。

第
６
項
：
子
の
看
護
休
暇

第
10
項
：
短
期
介
護
休
暇

第
14
項
：
育
児
の
た
め
の
所
定
外
労
働
の
制
限

イ　

子
の
看
護
休
暇
の
改
正
（
第
61
条
の
２
第
６
項

関
係
）

子
の
看
護
休
暇
は
、
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す

る
ま
で
の
子
を
養
育
す
る
職
員
が
、
負
傷
し
、
又
は

疾
病
に
か
か
っ
た
子
の
世
話
等
を
行
う
た
め
に
取
得

す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
た
と
こ
ろ
、
コ
ロ

ナ
禍
に
お
い
て
、
小
学
校
等
の
一
斉
休
校
に
伴
い
多

く
の
保
護
者
が
休
暇
を
取
得
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た

こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
、
こ
う
し
た
休
暇
の
ニ
ー
ズ
へ

対
応
で
き
る
よ
う
、
民
間
労
働
者
に
係
る
規
定
の
改

正
を
踏
ま
え
、
そ
の
使
用
目
的
及
び
対
象
と
な
る
子

の
年
齢
を
拡
大
す
る
も
の
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
子
の
行
事
参
加
や
、
感
染
症
に
伴

う
学
級
閉
鎖
等
の
目
的
で
も
取
得
可
能
と
す
る
と
と

も
に
、
対
象
と
な
る
子
の
年
齢
を
小
学
校
３
年
生
修

了
時
ま
で
に
拡
大
し
た
。
な
お
、
育
児
休
業
、
介
護

休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う
労
働
者
の
福
祉

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
３
年
労
働
省
令
第

25
号
。
以
下
「
育
介
法
施
行
規
則
」
と
い
う
。）
第

33
条
の
２
に
お
い
て
、
子
の
行
事
と
し
て
は
入
園
、

卒
園
又
は
入
学
の
式
典
等
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
継
続
し
て
任
用
さ
れ
た
期
間
が
６
箇
月

未
満
の
非
常
勤
職
員
に
つ
い
て
は
子
の
看
護
休
暇
の

対
象
職
員
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
た
が
、
子
の
看
護
や

行
事
等
へ
の
参
加
ニ
ー
ズ
は
勤
続
年
数
に
関
わ
ら
ず

存
在
す
る
こ
と
か
ら
、
民
間
労
働
者
に
係
る
規
定
の

改
正
を
踏
ま
え
、
当
該
仕
組
み
は
廃
止
す
る
こ
と
と

し
た
。

ウ　

短
期
介
護
休
暇
の
改
正
（
第
61
条
の
２
第
10
項

関
係
）

短
期
介
護
休
暇
に
つ
い
て
も
、
子
の
看
護
休
暇
と

同
様
に
、
継
続
し
て
任
用
さ
れ
た
期
間
が
６
箇
月
未
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満
の
非
常
勤
職
員
に
つ
い
て
は
子
の
看
護
休
暇
の
対

象
職
員
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
た
が
、
通
院
等
の
日
常

的
な
介
護
ニ
ー
ズ
は
勤
続
年
数
に
関
わ
ら
ず
存
在
す

る
こ
と
か
ら
、
民
間
労
働
者
に
係
る
規
定
の
改
正
を

踏
ま
え
、
当
該
仕
組
み
は
廃
止
す
る
こ
と
と
し
た
。

エ　

育
児
の
た
め
の
所
定
外
労
働
の
制
限
の
改
正

（
第
61
条
の
２
第
14
項
関
係
）

育
児
の
た
め
の
所
定
外
労
働
の
制
限
に
つ
い
て
、

当
該
制
度
を
請
求
で
き
る
子
の
対
象
を
、
３
歳
に
満

た
な
い
子
か
ら
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま
で

の
子
に
拡
大
す
る
も
の
で
あ
る
。

統
計
的
に
、
子
の
年
齢
が
上
が
る
に
つ
れ
て
、
フ

ル
タ
イ
ム
で
残
業
を
し
な
い
働
き
方
を
希
望
す
る
割

合
が
高
く
な
る
こ
と
や
、
女
性
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
へ

の
配
慮
の
観
点
か
ら
男
性
労
働
者
の
残
業
の
な
い
働

き
方
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
が
あ
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
、

民
間
労
働
者
に
係
る
規
定
に
つ
い
て
、
特
に
短
時
間

勤
務
か
ら
フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
へ
の
移
行
を
ス
ム
ー
ズ

に
す
る
観
点
で
改
正
が
行
わ
れ
、
こ
れ
を
踏
ま
え
て

地
方
公
務
員
に
つ
い
て
も
同
様
の
改
正
を
行
う
も
の

で
あ
る
。

オ　

介
護
離
職
を
防
止
す
る
た
め
の
事
業
主
に
対
す

る
措
置
の
義
務
付
け

民
間
事
業
主
に
対
し
て
は
、
介
護
離
職
防
止
の
た

め
の
仕
事
と
介
護
の
両
立
支
援
制
度
の
強
化
等
と
し

て
、
以
下
の
措
置
が
義
務
付
け
ら
れ
た
と
こ
ろ
。

①
家
族
の
介
護
の
必
要
性
に
直
面
し
た
旨
の
申
出
を

し
た
労
働
者
に
対
し
て
、
介
護
休
業
制
度
及
び
介

護
両
立
支
援
制
度
等
に
関
す
る
情
報
等
を
個
別
に

周
知
す
る
こ
と
並
び
に
こ
れ
ら
の
制
度
の
申
出
に

係
る
意
向
を
確
認
す
る
こ
と（
第
21
条
第
２
項（
改

正
法
第
２
条
に
よ
る
改
正
後
の
第
21
条
第
４
項
））

②
適
切
な
時
期
（
※
）
に
達
し
た
労
働
者
に
、
介
護

休
業
制
度
及
び
介
護
両
立
支
援
制
度
等
に
関
す
る

情
報
等
を
周
知
す
る
こ
と
（
第
21
条
第
３
項
（
改

正
法
第
２
条
に
よ
る
改
正
後
の
第
21
条
第
５
項
））

※　

育
介
法
施
行
規
則
第
69
条
の
11
（
改
正
法
第

２
条
施
行
後
は
第
69
条
の
13
）
に
お
い
て
、
40

歳
に
達
し
た
日
の
属
す
る
年
度
間
又
は
40
歳
に

達
し
た
日
の
翌
日
か
ら
１
年
間
と
定
め
ら
れ
て

い
る
。

③
労
働
者
に
対
す
る
介
護
休
業
及
び
介
護
両
立
支
援

制
度
等
に
関
す
る
研
修
の
開
催
、
相
談
窓
口
の
設

置
等
、
雇
用
環
境
の
整
備
を
行
う
こ
と

こ
れ
ら
の
事
項
は
、
事
業
主
に
対
す
る
措
置
義
務

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
育
児
・
介
護
休
業
法
に
お
い
て

は
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
相
当
す
る
規
定
は
整
備
し

て
い
な
い
。
今
後
、
国
家
公
務
員
に
お
け
る
対
応
も

踏
ま
え
た
上
で
地
方
公
務
員
に
お
け
る
対
応
を
検

討
・
周
知
す
る
予
定
で
あ
る
。

（
２
）
育
児
・
介
護
休
業
法
の
一
部
改
正
（
改
正
法

第
２
条
関
係
）

民
間
事
業
主
に
対
し
て
は
、
子
の
年
齢
に
応
じ
た

柔
軟
な
働
き
方
を
実
現
す
る
た
め
の
措
置
の
拡
充
と

し
て
、
以
下
の
措
置
が
義
務
付
け
ら
れ
た
と
こ
ろ
。

①
育
児
期
の
労
働
者
へ
の
個
別
の
意
向
の
聴
取
の
義

務
付
け
と
そ
の
意
向
に
対
す
る
事
業
主
に
よ
る
配

慮
（
第
21
条
第
２
項
及
び
第
３
項
並
び
に
第
23
条

の
３
第
６
項
）

②
子
が
３
歳
以
降
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま

で
の
柔
軟
な
働
き
方
を
実
現
す
る
た
め
に
事
業
主

が
講
ず
べ
き
措
置
（
第
23
条
の
３
）

こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、（
１
）
オ
と
同
様
に
、
事

業
主
に
対
す
る
措
置
義
務
で
あ
る
こ
と
か
ら
、育
児
・

介
護
休
業
法
に
お
い
て
は
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
相

当
す
る
規
定
は
整
備
し
て
い
な
い
。
今
後
、
国
家
公

務
員
に
お
け
る
対
応
も
踏
ま
え
た
上
で
地
方
公
務
員

に
お
け
る
対
応
を
検
討
・
周
知
す
る
予
定
で
あ
る
。

な
お
、
②
に
つ
い
て
は
本
年
８
月
の
人
事
院
勧
告

に
お
い
て
、「
国
家
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す

る
法
律
の
改
正
に
つ
い
て
の
意
見
の
申
出
」と
し
て
、

次
の
内
容
が
明
ら
か
と
な
っ
て
い
る
。

・	

育
児
時
間
に
つ
い
て
、
１
年
に
つ
き
人
事
院
規
則

で
定
め
る
時
間
の
範
囲
内
（
10
日
相
当
）
で
勤
務

し
な
い
こ
と
が
で
き
る
パ
タ
ー
ン
を
選
択
可
能
に

す
る
こ
と

・	
非
常
勤
職
員
の
育
児
時
間
に
つ
い
て
、
対
象
と
な
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る
子
の
範
囲
を
小
学
校
就
学
前
の
子
に
拡
大
す
る

こ
と

・	
こ
れ
ら
に
つ
い
て
民
間
労
働
法
制
の
施
行
（
改
正

法
の
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
六
月
を
超
え

な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
）
か
ら

遅
れ
る
こ
と
な
く
実
施
す
る
こ
と

意
見
の
申
出
の
と
お
り
国
家
公
務
員
に
お
け
る
措

置
が
な
さ
れ
た
場
合
、
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
も
国

家
公
務
員
に
準
じ
、同
様
の
措
置
を
講
ず
る
べ
く「
地

方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
」（
平
成

３
年
法
律
第
１
１
０
号
）
の
改
正
を
行
う
必
要
が
生

じ
る
こ
と
に
御
留
意
い
た
だ
き
た
い
。

（
３
）
次
世
代
法
の
一
部
改
正

ア　

特
定
事
業
主
行
動
計
画
に
係
る
部
分
の
改
正

地
方
公
共
団
体
の
機
関
な
ど
の
特
定
事
業
主
は
、

次
世
代
法
第
19
条
第
１
項
に
基
づ
き
、
特
定
事
業
主

行
動
計
画
を
策
定
す
る
も
の
と
さ
れ
て
お
り
、
策
定

に
当
た
っ
て
は
、
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
実
施
に

よ
り
達
成
し
よ
う
と
す
る
目
標
を
定
め
る
こ
と
が
義

務
付
け
ら
れ
て
い
る
も
の
の
、
そ
の
具
体
的
な
内
容

に
つ
い
て
は
定
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
。

特
定
事
業
主
に
つ
い
て
も
一
般
事
業
主
と
同
様
に

「
男
女
と
も
に
仕
事
と
子
育
て
を
両
立
で
き
る
職
場
」

づ
く
り
に
向
け
た
取
組
を
更
に
促
進
す
る
必
要
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
特
定
事
業
主
行
動
計
画
を
策
定
・
変

更
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
確

立
や
数
値
目
標
の
設
定
を
特
定
事
業
主
に
義
務
付
け

る
こ
と
と
し
た
。

具
体
的
に
は
、
特
定
事
業
主
行
動
計
画
を
策
定
・

変
更
す
る
際
に
は
内
閣
府
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、「
職
員
の
育
児
休
業
等
の
取
得
の
状
況
」及
び「
勤

務
時
間
の
状
況
」
を
把
握
・
分
析
し
た
上
で
計
画
を

策
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
（
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ

ク
ル
の
確
立
）
を
規
定
し
た
ほ
か
、
目
標
に
つ
い
て

は
、「
職
員
の
育
児
休
業
等
の
取
得
の
状
況
」及
び「
勤

務
時
間
の
状
況
」
に
係
る
数
値
を
用
い
て
定
量
的
に

定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
（
第
19
条
新

第
３
項
）。

対
象
と
な
る
職
員
や
目
標
の
設
定
手
法
な
ど
の
詳

細
は
内
閣
府
令
で
定
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
た
め
、

各
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
各
機
関
の
特
定
事

業
主
行
動
計
画
の
計
画
期
間
等
に
応
じ
て
、
必
要
な

検
討
及
び
対
応
を
お
願
い
し
た
い
。

イ　

法
の
有
効
期
限
の
延
長

次
世
代
法
に
つ
い
て
は
、
平
成
17
年
に
時
限
立
法

と
し
て
成
立
し
、
そ
の
後
、
平
成
26
年
の
法
改
正
に

よ
っ
て
10
年
間
有
効
期
限
が
延
長
さ
れ
、
令
和
７
年

３
月
末
ま
で
の
期
限
と
さ
れ
て
い
た
と
こ
ろ
、
現
在

の
少
子
化
の
進
行
等
の
状
況
や
、
男
女
が
と
も
に
育

児
休
業
等
を
利
用
し
、
育
児
期
に
キ
ャ
リ
ア
形
成
と

育
児
を
両
立
で
き
る
働
き
方
が
可
能
と
な
る
よ
う
な

社
会
の
実
現
に
向
け
た
課
題
が
依
然
残
さ
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
法
の
有
効
期
限
を
10
年
間
延
長
し
、
令

和
17
年
３
月
末
ま
で
と
し
た
。

（
４
）
施
行
期
日

（
３
）
イ
の
「
期
限
の
延
長
」
は
公
布
の
日
（
令

和
６
年
５
月
31
日
）、（
２
）
の
規
定
は
公
布
の
日
か

ら
起
算
し
て
一
年
六
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い

て
政
令
で
定
め
る
日
、
そ
れ
以
外
は
令
和
７
年
４
月

１
日
が
施
行
期
日
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
度
、「
育
児
休
業
、
介
護
休
業
等
育
児
又
は

家
族
介
護
を
行
う
労
働
者
の
福
祉
に
関
す
る
法
律
及

び
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
」（
令

和
６
年
政
令
第
２
８
０
号
）
が
９
月
11
日
に
公
布
さ

れ
、（
２
）
の
規
定
の
施
行
期
日
は
令
和
７
年
10
月

１
日
と
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

改
正
法
の
施
行
に
当
た
っ
て
は
、
今
後
公
布
予
定

の
内
閣
府
令
の
内
容
や
国
家
公
務
員
に
係
る
対
応
も

踏
ま
え
て
、
各
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
例
規
改
正

等
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
こ
ろ
、
執
筆
時
点
に
お
い

て
明
ら
か
に
な
っ
て
い
な
い
情
報
に
つ
い
て
は
、
明

ら
か
に
な
っ
た
段
階
で
、
速
や
か
に
地
方
公
共
団
体

へ
情
報
提
供
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

４　

お
わ
り
に

令
和
６
年
版
男
女
共
同
参
画
白
書
に
よ
れ
ば
、
我
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が
国
で
は
、
妻
が
64
歳
以
下
の
世
帯
数
の
う
ち
共
働

き
世
帯
が
７
割
を
超
え
る
な
ど
「
共
働
き
」
が
主
流

と
な
り
、
近
年
で
は
、
こ
ど
も
未
来
戦
略
（
令
和
５

年
12
月
22
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
「
共
働
き
」・「
共

育
て
」
の
推
進
が
謳
わ
れ
る
な
ど
、
旧
来
の
性
別
の

違
い
に
よ
る
家
庭
で
の
役
割
と
い
っ
た
考
え
方
で
は

な
く
、
男
女
と
も
に
希
望
に
応
じ
て
仕
事
や
キ
ャ
リ

ア
形
成
と
育
児
を
両
立
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
実
効

性
の
あ
る
制
度
づ
く
り
が
重
要
と
な
っ
て
い
る
。

実
際
、
直
近
で
総
務
省
が
実
施
し
た
「
令
和
４
年

度
地
方
公
共
団
体
の
勤
務
条
件
等
に
関
す
る
調
査
」

に
お
け
る
地
方
公
務
員
の
男
性
職
員
の
育
児
休
業
取

得
率
に
お
い
て
も
、
取
得
率
は
過
去
最
高
（
一
般
行

政
部
門
：
49
・
９
％
）
で
急
激
な
伸
び
を
記
録
し
て

お
り
、
今
後
も
取
得
率
は
伸
び
て
い
く
こ
と
が
期
待

さ
れ
る
。

ま
た
、
我
が
国
で
は
年
々
高
齢
化
率
が
上
昇
し
て

き
て
お
り
、令
和
６
年
版
高
齢
社
会
白
書
に
よ
れ
ば
、

昭
和
25
年
に
は
総
人
口
の
５
％
に
も
満
た
な
か
っ
た

高
齢
化
率
が
、
令
和
５
年
に
は
29
・
１
％
と
な
り
、

令
和
52
年
に
は
38
・
７
％
ま
で
上
昇
す
る
と
推
計
さ

れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
介
護
に
お
け

る
休
暇
等
の
ニ
ー
ズ
も
今
後
さ
ら
に
高
ま
っ
て
い
く

も
の
と
思
わ
れ
る
。

昨
今
の
就
活
市
場
は
売
り
手
市
場
と
言
わ
れ
て
い

る
中
、
選
ば
れ
る
公
務
職
場
と
な
る
た
め
に
は
、
こ

れ
ら
の
ニ
ー
ズ
を
き
ち
ん
と
受
け
と
め
、
男
女
と
も

に
仕
事
と
育
児
・
介
護

を
両
立
で
き
る
職
場
環

境
を
整
備
す
る
こ
と
が
、

地
方
公
共
団
体
に
強
く

求
め
ら
れ
て
い
る
と
考

え
て
い
る
。

改
正
法
は
仕
事
と
育

児
・
介
護
の
両
立
に
寄

与
す
る
内
容
で
あ
り
、

国
家
公
務
員
に
お
け
る

措
置
な
ど
明
ら
か
で
な

い
事
項
が
あ
る
も
の
の
、

各
地
方
公
共
団
体
に
お

い
て
は
、
改
正
法
及
び

通
知
の
内
容
を
十
分
御

理
解
い
た
だ
い
た
上
で
、

例
規
の
整
備
や
職
員
へ

の
周
知
な
ど
各
施
行
期

日
ま
で
に
適
切
か
つ
確

実
な
対
応
を
お
願
い
し

た
い
。

l 地方公務員の勤務条件は条例で定めることとされているが（地方公務員法第 条第 項、勤務条件条例主義）、法律で勤務条件に関する
最低基準を定めている。

l 地方公務員に係る仕事と育児・介護の両立支援制度については、育児・介護休業法第 条に規定が設けられており、民間の育
児・介護休業法の改正と併せて、地方公務員に係る規定についても同様に改正された（令和６年５月 日公布、令和７年４月１
日施行）。
※ 国家公務員については、民間事業主の改正を踏まえて人事院規則の改正等が行われる見込み。

l 民間事業主について新設される以下の措置義務については、国家公務員の動向も踏まえ、今後、条例（案）を改正予定。
・ 仕事と育児の両立支援のための労働者への面談等、個別の意向の聴取と配慮（令和７年 月１日施行）
・ 介護離職を防止するための労働者への個別の制度周知と意向確認、早期の情報提供・雇用環境整備（令和７年４月１日施行）

l 同時に改正された次世代育成支援対策推進法において、同法に基づく行動計画策定時に、数値目標（男性の育児休業等取得率、
フルタイム労働者の各月の時間外労働時間）の設定が義務付けられた（令和７年４月１日施行）。具体的な内容は、今後、内閣
府令において規定される予定。

＜主な改正事項（地方公務員）＞
１．子が３歳以降小学校就学前までの両立支援制度の拡充
ÿ 育児中の労働者の残業免除の請求権について、子の対象年齢を引き上げ（３歳になるまで → 小学校就学前まで）

２．子の看護休暇制度の見直し
ÿ 取得事由を見直し（現行の負傷・疾病にかかった子の世話、予防接種、健康診断に加え、学級閉鎖や入園式等への行事参
加を追加）

ÿ 対象年齢を引き上げ（小学校就学前まで → 小学校３年生修了まで）
ÿ 継続雇用期間が６か月未満の非常勤職員を制度対象に追加

３．介護休暇対象者の拡充
ÿ 介護休暇について、継続雇用期間が６か月未満の非常勤職員を制度対象に追加

図表　地方公務員における仕事と育児・介護の両立支援制度改正について


